
（様式第７号）

申請団体概要及び自己申告書

	団体名
	

	事業名
	


　
１　申請者情報（該当する□にチェック、以下同様）
	団体の種類
	□特定非営利活動法人　□公益法人　□社会福祉法人　□学校法人　
□地縁組織　□協同組合　□その他（例：非営利型の一般社団法人　）
□任意団体（法人格なし）

	団体名
	

	団体設立年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	法人設立登記年月日
	西暦　　　年　　月　　日　

	活動目的

	

	主たる活動範囲
	□市区町村内（　　　　　　　　　　　　　）　□都道府県内
□複数都道府県内（　　　　　　　　　　　）　□全国　□海外

	人数（社員総数）
	　　　　　名

	
	（内訳）有給常勤（　）名　有給非常勤（　）名　
無給常勤及び無給非常勤（　）名　その他（　）名

	収入額総額
（直近３年）
	（令和　　年　　月～令和　　年　　月）　　　　　　　百万円
（令和　　年　　月～令和　　年　　月）　　　　　　　百万円
（令和　　年　　月～令和　　年　　月）　　　　　　　百万円



２　補助対象者としての要件等の確認（参考：要綱第３）
　　当該事業は、下記の事項に該当することを申告する。
チェック欄　（自己申告）
□　東日本大震災の被災者支援に関する事業を行う団体等である。
□　若者枠申請団体のみ　18～39歳の者（若者）２名以上で構成され、構成員の半数以上が若者である団体等であること。
□　助成対象期間終了後も、継続的に活動を行う予定の団体、又は助成対象期間内に団体が実施している被災者支援事業を地域での自主活動に移行させる予定の団体である。
□　定款・規約又はそれに準ずる文書を有し、適正な事業計画書並びに予算・決算書が整備されている、又は助成事業実施期間中にこれらを整備する予定である。
□　特定の個人又は団体の利益を図る活動を実施していない。
□　宗教活動又は政治活動（政策提言活動は除く。）を主たる目的としていない。
□　団体等の役員及び構成員の中に、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者がいない。
□　令和８年度以降、本助成金の交付決定を３回以上受けていないこと。
→　今回は（　）回目


